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シンガポールと中国の関係は、ディアスポラと故郷との結びつきから国家
間の関係へと発展しました。その始まりは1978年11月の鄧小平の訪問であ
り、1990年10月3日の外交関係樹立によって正式なものとなりました。2013
年以降、中国はシンガポールの最大の貿易相手国であり、シンガポールは
中国にとって最大の外国投資国です。この関係を支えているのが、2009年
に発効した自由貿易協定、蘇州、天津および重慶における政府間プロジェ
クト、そして2013年以降の人民元クリアリングと投資枠です。中国のテク
ノロジー企業、起業家および一族は、シンガポールを国際展開と資産スト
ラクチャリングの拠点としてきました。この動きは2025年に新たな規模に
達し、中国企業は29億シンガポールドルの固定資産投資を約束しました。
一帯一路構想はシンガポールの銀行、弁護士および仲裁センターを活用し
ており、2025年には中国本土の当事者がシンガポール国際仲裁センター
（SIAC）の外国人利用者のうち最大のグループとなりました。こうした資
金の流れには、資産の源泉、中国の外貨管理と税制、米国の輸出管理と制
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裁について慎重なデューデリジェンスが求められます。2023年のマネーロ
ンダリング事件と、2026年10月からの中国によるオフショア信託への課税
がそのことを示しています。
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